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１　はじめに
　わが国の将来推計人口は平成 38 年（2026 年）に人口 1 億 2,000 万人を下回り、平成
60 年（2048 年）には 1 億人を割ると推計されている1）。磐田市の人口も平成 20 年度（2008
年）をピークに平成 29 年（2017 年）12 月末現在で 170,234 人まで減少しており、平成
52 年（2040 年）には 135,621 人と推計されている2）。あわせて当市の合計特殊出生率は1.58

（平成 28 年度）にとどまっているうえ、高齢化率は年々増加し平成 29 年 12 月末現在の
高齢化率は 27.1％、平成 52 年（2040 年）の将来推計高齢化率は 37.49 と少子高齢化が
進んでいる。このような現状の中で健康なまちづくりを推進するためには、将来を見据
えて地域の特性に応じた自助・互助・共助の推進を図る取組みが必要である。
　平成26年度に全国保健師長会が実施した「地区担当制の調査」3）によれば、市町村で「地
区担当制」をとっているのは、保健福祉部門 28.8％、保健部門 22.6％であり、「業務分
担制」は企画調整部門 70.0％、福祉部門 62.5％、保健部門が 13.1％である。保健福祉部
門と保健部門では「その他」が最も多く、「地区担当制」と「業務分担制」を併用して
いる割合が高いと考えられる。地区担当制の必要性は、「地域における保健師の保健活
動に関する指針」4)に示されているとおりであり、自助・互助・共助の支援や子ども、
成人、障がい者、高齢者等すべての住民、地域全体の地域包括ケアシステムの構築にも
大変有用であると考えるが、「地区担当制」と「業務分担制」を併用している割合が高
いということは業務分担制から地区担当制への移行について不安を抱える自治体がある
ことも推測される。
　当市においては平成 27 年度から地区担当制を導入し、地区担当保健師が妊婦から小
児、成人、高齢者まで地域に住む全ての人を対象として個人及び家族の保健活動を行う
とともに、担当地区の健康づくりに責任を持ち課題の把握及び解決に向けてのネット
ワークづくりにも取り組んでいる。
　地区担当制にしたことで保健師たちの変化を感じることはあっても、その評価はして
おらず、かつ地区担当制を実施した活動の評価に関する研究は文献検索をした範囲では
発見することができなかった。　
　そこで本研究では、当市の保健活動において、業務担当制から地区担当制へ変更した
効果と課題を検証することとした。
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２　研究背景
（１）　磐田市地区担当制保健活動への転換について
①　地区担当制導入のきっかけ

ア　将来予測
・　人口減少と少子高齢化による支え合いの担い手の減少
・　介護認定者の増加による介護給付費の増加
・　一人当たり医療費の増加

自助・互助・共助・公助による健康づくり、介護予防の重要性

イ　体制及び業務の問題
・　支所保健師の業務について、保健業務本課との連絡調整の複雑さがあっ

た。
・　分散配置により業務格差が生じていた。
・　母子保健事業への偏りが大きかった。
・　訪問や地域へ出向く活動より来所型事業が多かった。

　　　　　　　　　　
保健活動体制の見直しの必要性
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    ウ 周囲の声 

     ・ 市民から「明日、市の保健師がいなくなっても住民は誰も困らないよ」 

・ 市役所内部から「保健師業務は委託できる」 

・ 若手保健師から「今の縦割り業務の内容は、学生時代に学んだ保健師の

役割と違う」 

         
       いまのままではいけないという危機感 
 
   ② 地区担当制導入までの経緯 
     ・ 平成 24 年度から内部協議を始め、平成 26 年度に組織変更も含めた協

議を行った。 
年度 会議、打合せ メンバー 

H24 「10 年後を見据えた保健活動を考え

る」検討会 
部署代表保健師 

H25 部局長ミーティングでの検討内容発表  

有志によるミーティング 健康増進課及び支所の保 
健師、事務職員 

H26 見直し検討作業部会  関係部署の室長ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

検討委員会 各部長・課長協議 

保健師間の協議（全体・中堅期・管理

期） 
 

関係課・課内協議 各担当課・担当者ごと 
正副市長協議  

自治会、民生委員児童委員協議会、地

区社会福祉協議会等関係団体への説明 
 

 
   ③ 地区担当制開始のための体制整備 
    ア 保健師配置 
     ・ 支所保健師を廃止し、保健業務の保健師を集約した。 
     ・ 地区担当制保健活動をするため地域保健グループ地区活動班を新設した。 
     ・ 地区活動班保健師は、子育て支援課母子保健グループ業務について兼務

命令にて母子保健業務を行い、子どもから高齢者まですべての地域住民を

対象とした保健活動を行うこととした。 
     ・ 保健師配置は図４のとおり。平成 27 年度の全体保健師数は 41 人で、

地区活動班保健師は健康増進課 26 名のうちの 20 名。 

ウ　周囲の声
・　市民から「明日、市の保健師がいなくなっても住民は誰も困らないよ」
・　市役所内部から「保健師業務は委託できる」
・　若手保健師から「今の縦割り業務の内容は、学生時代に学んだ保健師の
　　役割と違う」

いまのままではいけないという危機感

②　地区担当制導入までの経緯
・　平成 24 年度から内部協議を始め、平成 26 年度に組織変更も含めた協議

を行った。

③　地区担当制開始のための体制整備
ア　保健師配置

・　支所保健師を廃止し、保健業務の保健師を集約した。
・　地区担当制保健活動をするため地域保健グループ地区活動班を新設し

た。
・　地区活動班保健師は、子育て支援課母子保健グループ業務について兼務

命令にて母子保健業務を行い、子どもから高齢者まですべての地域住
民を対象とした保健活動を行うこととした。

・　保健師配置は図４のとおり。平成 27 年度の全体保健師数は 40 名で、地
区活動班保健師は健康増進課 26 名のうちの 20 名。
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     図４ 保健師配置 

        
イ 業務目標時間の設定 
表 1 のとおり業務区分及び業務内容ごとの業務時間を設定した。 

表 1 業務内容の目標時間     

 
     

磐田市保健師配置図（ 平成26年度）

総 務 部

健康福祉部

こ ど も 部

病院事務部

竜洋支所 ４名

介護保険室 ２名

発達支援室 ２名

福 祉 課 ２名

健康増進課 １０名

子育て支援課 ９名

福田支所 ３名

医 事 課 ２名

豊田支所 ５名

豊岡支所 ２名

磐田市保健師配置図（ 平成27年度）

企 画 部

健康福祉部

こ ど も 部

教 育 部

病院事務部

竜洋支所 １名

介護保険室 １名

発達支援室 ２名

福 祉 課 ３名

健康増進課 ２６名

子育て支援課 ３名

自治振興課 １名

学校教育課 １名

医 事 課 １名

総 務 部

秘書政策課 １名
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ウ　周知啓発
・　関係団体等への周知啓発（自治会、民生委員児童委員、交流センター、

医師会・歯科医師会・薬剤師会、地区社会福祉協議会等）
・　広報紙への特集掲載
・　地区担当保健師の顔写真入りちらしの配布

（２）　地区担当制導入後の保健活動について
①　まちの保健室

ア　内容
・　地域づくりの核となる交流センターにおいて、地区担当の保健師が赤

ちゃんから高齢者までの健康に関する相談、健康教室や介護予防、認
知症予防などに関する教室・講座を行う。　　　　

・　中学校区単位で月 1 回以上　　　　
②　地区へ出向く活動

ア　地区民生委員児童委員定例会、地区自治会定例会、地域づくり協議会等
・　 地区民生委員児童委員定例会への保健師出席回数は、平成 26 年度 20 回、
　　平成 28 年度 76 回。内容は地域の健康情報の提供や市サービスに関する

情報提供・協力依頼。
③　地域と協働して行っている活動

ア　ワークショップ
イ　中学校と地域と協働した赤ちゃん広場
ウ　居場所づくり
エ　子育てマップの作成

３　研究目的
　本研究の目的は、磐田市の地区担当制導入による保健活動の効果と課題を明らかにす
ることである。この結果をふまえ、保健師の保健活動体制を構築する際の参考資料にで
きることと、よりよい地域保健活動の展開に役立てられるものとする。

４　研究内容と方法
（１）　保健師の能力に関する調査
①　研究デザイン
　地区担当制を導入した前後の比較研究。質問紙調査研究。ただし、導入前の結
果については、現時点での振り返りによるものである。
②　対象者　
　磐田市健康増進課地区担当制保健活動に関わる保健師 16 名。
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　属性については年齢は 31 歳から 59 歳の幅があり、50 歳代５名、40 歳代６名、30 歳
代５名である。経験年数は平均 19.2 年で保健センター以外の勤務経験の有無は有が 11
名、無が５名。地区担当制前の業務担当は、母子保健３名、成人保健５名、福祉３名、
支所５名である。　

③　方法（調査期間、データ収集、分析）
ア　調査期間　平成 29 年 12 月 18 日から平成 30 年 1 月 12 日まで
イ　データ収集　公衆衛生基本活動遂行尺度、保健活動の必要性をみせる行動
　　　　　　　　評価尺度、保健活動の成果をみせる行動評価尺度、保健師の
　　　　　　　　専門性発展力尺度、研究成果活用尺度、省察的実践力尺度に
　　　　　　　　ついて、自記式質問票を用いた調査。配布は一斉に行い、期
　　　　　　　　限を決め回収箱を用いて回収。　
ウ　分析　地区担当制を導入した前後比較は、素得点を用いた対応のある
　　　　　　　　Wilcoxon の符号付順位検定、属性別比較は Welch の検定（有
　　　　　　　　意水準は 0.05 未満とする）を行った。

（２）　地区役員質問紙調査
①　研究デザイン
　地区担当制を導入した前後の比較研究。質問紙調査研究。ただし、導入前の結
果については、現時点での振り返りによるものである。
②　対象者　
　平成 26 年度から平成 29 年度まで継続している民生委員児童委員 121 名。
　民生委員児童委員を対象としたのは、地区担当制の導入前から保健師が連携を
図っていた地区役員であり、保健師と関わりがある住民による評価が必要と考え
たからである。
③　方法（調査期間、データ収集、分析）　

ア　調査期間　平成 29 年７月１日～９月 30 日
イ　データ収集　民生委員定例会にて協力依頼後に配布し、翌月定例会で回収。
ウ　分析　地区担当制を導入した前後について、対応のある t 検定で評価した。

（３）　保健師へのインタビュー調査
①　研究デザイン
　地区担当制と業務担当制の比較、地区担当制の課題や不安の明確化に向けた
質的研究。ただし、業務担当制については現時点での振り返りによるものである。
②　対象者　
　磐田市健康増進課地区担当制保健活動に関わる保健師 14 名。
　属性については年齢 31 歳から 59 歳の幅があり、50 歳代３名、40 歳代６名、
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30 歳代５名である。地区担当制前の業務担当は、母子保健２名、成人保健４名、
福祉３名、支所５名である。
③　方法（調査期間、データ収集、分析）

ア　調査期間　平成 29 年 12 月 26 日
イ　データ収集　地区担当制保健活動に関わる保健師に対するグループイン

タビュー。50 歳代管理者 2 名は除外。
ウ　分析　テープ起こしによるデータの切片化及びデータの結合による分析。
　１不安・悩み、２行動、３気持ちの変化や気づき、４保健師が考える課題に

カテゴリーを分け、導入前から 1 年目・2 年目・3 年目まで経年で結合。

（４）　記録閲覧（静岡県における保健師活動状況）
①　研究デザイン
　静岡県保健師活動調査結果の県内市町集計結果と磐田市集計結果の比較。
②　方法（調査期間、データ収集、分析）

ア　調査期間　平成 29 年 12 月 1 日～平成 30 年 2 月 28 日
イ　データ収集　静岡県における保健師活動状況（次年度 5 月に前年度分の集

計結果が県より報告される）平成 26 年度及び平成 28 年度実績を使用。
ウ　分析　データ比較による読み取り分析。

５　倫理的配慮
　対象への調査協力依頼は研究の目的と方法、調査協力の自由、匿名性の配慮等を示し
た説明書の作成と協力の同意書を作成し、保健師の場合は所属長の承諾を得た。
　また、保健師インタビュー調査では、インタビュアーは国立保健医療科学院主任研究
官に依頼し、インタビュー対象者には研究の趣旨、調査協力の自由、プライバシーの保
護及び個人情報保護と情報管理、調査にかかる負担、研究結果の公表に関することを口
頭及び文書で説明し、同意を得た。インタビューは同意を得て録音し、氏名は匿名化し
て逐語録を作成した。
　なお、調査の実施にあたっては（一社）公衆衛生看護学会研究倫理審査委員会による
承認を受けた。（承認番号 11）

６　研究結果と考察
（１）　保健師の能力に関する調査
①　結果
　地区担当制導入前後の比較と先行研究との比較の結果は以下のとおりである。

ア　地区担当制導入前後の比較
　表２のとおり、Ｄ２とＦを除くＡ～Ｅすべての能力が、合計得点と下位尺度
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得点ともに、地区担当制移行前後で有意（P<0.05）に高まっていた。とりわけ、
前後の変化量が大きかったのは、［保健活動の必要性を見せる行動尺度］の

「B2 健康課題の根拠を見せる」、「B3 解決を要する実態を見せる」、「B4 解決
の優先度を見せる」であり、ついで、［公衆衛生基本活動遂行尺度］の「A1
アクセスと公平性の促進」、「A2 サービスの質と量の評価」、［専門性発展力
尺度］の「E2　職能要因：活動原則の励行」だった。

　　各コンピテンシー尺度の下位尺度ごとに地区担当制導入前後の結果を 10
点換算で比較すると図５で示すとおり、［公衆衛生基本活動遂行尺度］で測
る「A1 アクセスと公平性の促進と、［専門性発展力尺度］の「E1 職能要因：
専門性の伝承と発展」、「E2 職能要因：活動原則の励行」、「E3 自己要因：自
己責任の能力開発」、「E4 自己要因：人に学ぶ能力開発」は、導入前の点数
が高く、さらに導入後に点数が上がった。

　　［保健活動の必要性を見せる行動尺度］の「B2 健康課題の根拠を見せる」、
「B3 解決を要する実態を見せる」、「B4 解決の優先度を見せるは、導入前の
点数は高くなかったが、導入後は点数が上がった。

　　［研究成果活用力尺度］の「D2 研究成果の吟味・適用・評価」と、「専門
的実践力尺度」は導入後の点数が上がっていなかった。

　　コンピテンシー尺度の各設問の結果を表４～表８に示す。

　　属性別に分析したところ、表９のとおりであり、特に能力の高まりがあっ
た［保健活動の必要性を見せる行動尺度］では、保健分野以外の経験の有
無や最終学歴において、地区担当制導入前は有意差があり導入後は有意差
がみられなかった。1 年間の専門雑誌読書の有無では導入前後とも有意差が
あった。

　　ついで能力の高まりがあった [ 公衆衛生基本活動遂行尺度 ] では、保健分
野以外の経験の有無と 1 年間の専門雑誌読書の有無において、地区担当制
導入前は有意差があり導入後は有意差がみられなかった。

　　［保健活動の成果をみせる行動実践尺度］では、保健分野以外の経験の有
無において、地区担当制導入前には有意差があり導入後に有意差がみられ
なかった。最終学歴や 1 年間の専門雑誌読書の有無では導入前後とも有意
差があった。また、自己研鑽のための私費投資額の大小では、地区担当制
導入前には有意差がなく導入後に有意差がみられた。

　　能力に変化が見られなかった［省察的実践力尺度」では、属性による差は
見られなかった。
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表２ 地区分担制移行前後の保健師のコンピテンシー自己評価の結果 

 

事前・事後得点の統計的検定の方法：素得点を用いた対応のある Wilcoxon の符合付順位

検定。P＜0.05 ＊有意水準は 0.05 未満とした。 
 

 

 

 

 

事前 事後

10点換算 10点換算 P 平均 標準偏差 最小
値

最大
値 平均 標準偏差 最小

値
最大
値

合計 0-60 3.9 5.3 0.001 23.5 ± 8.8 6 36 31.8 ± 10.4 14 52
A1 アクセスと公平性の促進 0-25 4.4 5.9 0.005 11.1 ± 4.0 5 18 14.6 ± 4.2 5 21
A2 サービスの質と量の評価 0-20 3.4 5.0 0.009 6.8 ± 3.2 1 11 9.9 ± 3.9 5 18
A3 健康危機への予防的対応 0-15 3.8 4.8 0.002 5.7 ± 2.9 0 10 7.2 ± 3.4 2 13

合計 0-95 3.0 4.8 0.001 28.8 ± 17.1 4 54 45.7 ± 17.5 21 76
B1 健康課題の存在を見せる 0-15 3.1 4.6 0.002 4.7 ± 3.1 0 11 6.9 ± 3.4 3 12
B2 健康課題の根拠を見せる 0-25 2.4 4.4 <0.001 5.9 ± 3.4 0 13 10.9 ± 4.8 6 20
B3 解決を要する実態を見せる 0-25 3.2 5.1 0.001 8.1 ± 5.0 0 15 12.8 ± 5.2 5 20
B4 解決の優先度を見せる 0-30 3.4 5.1 0.001 10.1 ± 6.8 1 22 15.2 ± 5.6 6 24

合計 0-90 2.8 3.7 0.002 25.4 ± 19.1 0 52 33.4 ± 21.2 2 72
C1 評価のための自らの実践行動 0-70 2.9 3.8 0.003 20.1 ± 14.3 0 40 26.5 ± 16.2 2 56
C2 根拠に基づく評価方法の探索行動 0-20 2.6 3.4 0.012 5.3 ± 5.0 0 14 6.9 ± 5.4 0 16
D 研究成果活用力 10-60 2.6 3.2 0.015 25.8 ± 8.1 13 39 29.3 ± 11.1 16 50

D1 問題解決に向けた研究成果の探索 5-30 3.3 4.0 0.023 14.8 ± 3.5 7 21 16.9 ± 4.5 9 25
D2 研究成果の吟味・適用・評価 5-30 2.0 2.5 0.076 10.9 ± 5.1 5 19 12.4 ± 7.0 5 25

合計 0-80 5.1 6.2 0.002 40.8 ± 15.6 8 70 49.8 ± 14.7 25 76
E1 職能要因：専門性の伝承と発展 0-20 5.5 6.4 0.044 11.0 ± 4.2 3 20 12.8 ± 4.6 4 20
E2 職能要因：活動原則の励行 0-15 5.2 6.9 0.004 7.8 ± 3.6 1 12 10.3 ± 3.0 3 15
E3 自己要因：自己責任の能力開発 0-30 4.2 5.4 0.001 12.7 ± 6.4 1 25 16.3 ± 6.2 4 27
E4 自己要因：人に学ぶ能力開発 0-15 6.2 7.0 0.019 9.3 ± 2.8 3 13 10.5 ± 2.4 6 14

省察的実践力尺度
RPS:Reflectiv Practice Skill　Scale

F 省察的実践力 6-36 3.2 3.3 0.539 17.5 ± 5.8 6 24 18.0 ± 7.0 6 28

公衆衛生基本活動遂行尺度
BAPH:Scale for Basic Action relevant
to Public Health

保健活動の必要性を見せる行動尺度
SNH:Action Scale to Show the
Necessity of Healthcare-activities

保健活動の成果をみせる行動実践尺度
SRH:Scale of Action Implementation to Show
Results of Healthcare-activities

研究成果活用力尺度
RUC:Research Utilization Competency Scale

専門性発展力尺度
PDS:Professional Development Scale

コンピテンシー尺度 合計と下位尺度 得点
範囲

事前 事後

表２　地区分担制移行前後の保健師のコンピテンシー自己評価の結果
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図５ 地区担当制導入前後の保健師コンピテンシー尺度評価結果（10点換算） 

 

 

 

図５　地区担当制導入前後の保健師コンピテンシー尺度評価結果（10 点換算）
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表４ 保健活動の必要性を見せる行動尺度 

 

  

1
個人/家族の健康課題の明確化において根拠のある方法

論に基づいてアセスメントした記録を示す
2.1 2.4 14.7

2
集団/組織の健康課題の明確化において根拠のある方法

論に基づいてアセスメントした記録を示す
1.3 2.2 66.7

3
地域の健康課題の明確化において根拠のある方法論に

基づいてアセスメントした記録を示す
1.3 2.3 80.0

4
アセスメントで明確になった健康課題の原因や背景要因

の関連を図表化した資料を示す
1.2 2.3 89.5

5 経年的な推移を数値や分布で示す資料を作成する 1.6 2.4 56.0

6
国・都道府県・市町村・担当地区の状況を数値や分布で

比較する資料を作成する
1.0 2.4 137.5

7
管轄の複数の地区の状況を数値や分布で比較する資料

を作成する
1.0 2.1 112.5

8 費用対効果を予測し算出した資料を作成する 1.1 1.7 50.0

9
家庭訪問や面接事例の実態から説明する資料を作成す

る
1.8 2.1 17.2

10
地域に出て住民から聴取した情報から説明する資料を作

成する
1.2 2.4 105.3

11
記録や資料を根拠に現実に生じている健康課題を説明す

る
1.9 3.1 63.3

12 記録や資料を根拠に予測される健康課題を説明する 1.8 2.9 58.6

13 記録や資料を根拠に健康格差・不平等の実態を説明する 1.4 2.3 63.6

14
地区や業務の担当者としての実感や経験から健康課題

を説明する
2.0 3.0 50.0

15 健康課題の広がり・深刻さ・緊急性から優先度を説明する 1.7 2.5 48.1

16 健康格差・不平等の実態から優先度を説明する 1.4 2.2 52.2

17 計画の実現可能性から優先度を説明する 1.4 2.4 72.7

18
健康課題の解決が人々にもたらす利益（または未解決に

よる不利益）を説明する
1.7 2.6 55.6

19
説明した対象（上司、関係者、住民等）の健康課題の解

決・改善に向けた活動の必要性に関する理解を確認する
1.9 2.5 29.0

導入前

平均値
番号 設　　　問

導入後

平均値

前後増減

率（％）

下位

尺度

B

1

健

康

課

題

の

存

在

を

見

せ

る

B

2

健

康

課

題

の

根

拠

を

見

せ

る

B

3

解

決

を

要

す

る

実

態

を

見

せ

る

B

4

解

決

の

優

先

度

を

見

せ

る

表４　保健活動の必要性を見せる行動尺度
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表５ 公衆衛生基本活動遂行尺度 

 

表６ 保健師の専門性発展力尺度 

 

1
私は、自分からサービスにアクセス(注1)しない・できない

事例を発見する
2.4 2.8 15.4

2
私は、地域に潜在する事例を住民・関係者・保健事業な

ど複数経路からの情報を用いて発見する
1.9 2.8 45.2

3
私は、民間サービスでは対応が難しい複雑・多問題をも

つ事例の問題に関わりつづける
2.4 2.9 23.7

4
私は、住民のニーズを満たす制度やサービスがない状況

を解決するための行動を起こす
1.8 2.8 57.1

5
私は、住民それぞれが健康保持・増進の行動を主体的に

選択・決定できる情報・機会を与える
2.6 3.3 29.3

6
私は、健康課題の解決のために活動内容や方法が適正

か否かを定期的に評価する
1.9 2.7 38.7

7
私は、健康課題とサービスの均衡を地区診断などの根拠

のある方法で査定する
1.5 2.4 62.5

8
私は、活動目標の達成状況を評価指標にしたがって毎年

評価する
2.1 2.8 32.4

9
私は、多くの住民の健康を阻害している・する可能性があ

る問題を疫学統計学的視点で早期に発見する
1.2 2.0 68.4

10
私は、健康危機の発生時に生じる健康課題の把握・解決

方法を熟知する
1.6 1.9 24.0

11
私は、多くの問題の中から公共性・緊急性(注2)が高いも

のの優先順位を決定する
2.2 2.8 25.7

12
私は、健康危機の発生にそなえ所属の指針に基づいて予

防的対応（注3)を行う
1.9 2.5 29.0

前後増減

率（％）

A

1

ア

ク

セ

ス

と

公

平

性

の

促

進

A

2

サ
ー

ビ

ス

と

質

と

量

の

評

価

A

3

健

康

危

機

へ

の

予

防

的

対

応

下位

尺度
番号 設　　　問

導入前

平均値

導入後

平均値

1
私は自職種の歴史と専門性を未来に継承する使命を意

識する
2.6 2.9 11.9

2
私は自職種が時代の流れに応じて活動方法を更新する

必要性を意識する
3.1 3.5 14.3

3
私は専門職として活動する価値や醍醐味を後輩や同僚に

語る
2.3 2.9 27.8

4 私は専門職として社会に貢献する使命を意識する 3.1 3.4 12.2

5
私は住民の健康と権利の側から活動の優先度を決定す

る
3.1 3.3 8.2

6
私は住民・関係者と協力関係を築くための機会や場を持

つ
2.3 3.6 54.1

7
私は地域の慣習や文化・風土の特性に応じた活動内容を

考える
2.4 3.4 44.7

8 私は他者の批判にも発展的な答えを出す 2.1 2.8 33.3

9 私は毎日、自分が体験したことを振り返る時間を持つ 2.3 3.0 29.7

10 私は自分の可能性を最大限に開拓することを意識する 2.5 3.1 22.5

11 私は毎年、向上が必要な自分の専門能力を明確にする 2.1 2.5 21.2

12
私は毎年、自分の専門能力を開発するための行動計画

を書く
1.7 2.2 29.6

13
私は毎月、専門的活動に必要な新しい知識・技術を得る

機会と場を持つ
2.1 2.8 33.3

14
私は専門職として尊敬する人の活動の仕方・姿勢を見習

う
3.1 3.7 18.0

15
私は根拠や方法が不明瞭なときに教育研究者や先輩に

協力を求める
3.0 3.3 8.3

16 私は同僚と互いの気づきや意見を共有する 3.2 3.6 11.8

前後増減

率（％）

E

1

専

門

性

の

伝

承

と

発

展

E

2

活

動

原

則

の

励

行

下位

尺度
番号 設　　　問

導入前

平均値

導入後

平均値

E

3

自

己

責

任

の

能

力

開

発

E

4

人

に

学

ぶ

能

力

開

発

表５　公衆衛生基本活動遂行尺度

表６　保健師の専門性発展力尺度
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表７ 研究成果活用尺度 

 

表８ 省察的実践力 

 
  

1
問題解決のために研究成果を根拠として使う必要性を自

覚している
3.62 4.19 15.5

2 解決・改善を要する対象の問題を明確にしている 3.69 3.88 5.1

3
学会参加や専門誌購読など最新の研究成果を知る機会

を持っている
3.19 3.44 7.8

4
問題解決に関連する文献をデータベースや専門家を通じ

て入手している
2.13 2.63 23.5

5
入手した文献から問題解決に用いる研究成果を特定して

いる
2.19 2.75 25.7

6
研究成果が適切な手続きを経たものであることを確認し

ている
2.38 2.5 5.3

7
研究成果の適用による対象の利益・不利益を事前に検討

している
2.06 2.38 15.2

8 研究成果から考案した方法を対象に適用している 2.38 2.63 10.5

9
研究成果の適用によって対象の問題が解決・改善したか

を評価している
2.31 2.5 8.1

10
評価結果を参考に活用した研究成果を他の対象にも適用

することを検討している
1.81 2.44 34.5

前後増減

率（％）

下位

尺度
番号 設　　　問

導入前

平均値

導入後

平均値

D

1

問

題

解

決

に

向

け

た

研

究

成

果

の

探

索

D

2

研

究

成

果

の

吟

味

・

適

用

・

評

価

1
私はいつも自分が実施したことについて、何のために何を

したかを記述して確認している
3.19 3.25 2.0

2
私はいつも自分が実施したことについて、何を考え、どう

感じていたかを記述して思い起こしている
2.94 3.06 4.3

3
私はいつも自分が実施したことについて、何が良くて、何

が良くなかったかを記述して評価している
2.81 2.94 4.4

4
私はいつも自分が実施したことについて、どのような意味

があったかを記述して分析している
2.69 2.88 7.0

5
私はいつも自分の実施したことについて、もっと良い手だ

てがあったとすれば、それが何かを記述して備えている
3 2.94 -2.1

6
私はいつも、もしもう一度同じような状況になったら、どの

ように行動するかを記述して備えている
2.88 2.94 2.2

F

省

察

的

実

践

力

下位

尺度
番号 設　　　問

導入前

平均値

導入後

平均値

前後増減

率（％）
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表５ 公衆衛生基本活動遂行尺度 

 

表６ 保健師の専門性発展力尺度 

 

1
私は、自分からサービスにアクセス(注1)しない・できない

事例を発見する
2.4 2.8 15.4

2
私は、地域に潜在する事例を住民・関係者・保健事業な

ど複数経路からの情報を用いて発見する
1.9 2.8 45.2

3
私は、民間サービスでは対応が難しい複雑・多問題をも

つ事例の問題に関わりつづける
2.4 2.9 23.7

4
私は、住民のニーズを満たす制度やサービスがない状況

を解決するための行動を起こす
1.8 2.8 57.1

5
私は、住民それぞれが健康保持・増進の行動を主体的に

選択・決定できる情報・機会を与える
2.6 3.3 29.3

6
私は、健康課題の解決のために活動内容や方法が適正

か否かを定期的に評価する
1.9 2.7 38.7

7
私は、健康課題とサービスの均衡を地区診断などの根拠

のある方法で査定する
1.5 2.4 62.5

8
私は、活動目標の達成状況を評価指標にしたがって毎年

評価する
2.1 2.8 32.4

9
私は、多くの住民の健康を阻害している・する可能性があ

る問題を疫学統計学的視点で早期に発見する
1.2 2.0 68.4

10
私は、健康危機の発生時に生じる健康課題の把握・解決

方法を熟知する
1.6 1.9 24.0

11
私は、多くの問題の中から公共性・緊急性(注2)が高いも

のの優先順位を決定する
2.2 2.8 25.7

12
私は、健康危機の発生にそなえ所属の指針に基づいて予

防的対応（注3)を行う
1.9 2.5 29.0

前後増減
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3
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康
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の

予

防

的

対

応

下位

尺度
番号 設　　　問

導入前

平均値

導入後

平均値

1
私は自職種の歴史と専門性を未来に継承する使命を意

識する
2.6 2.9 11.9

2
私は自職種が時代の流れに応じて活動方法を更新する

必要性を意識する
3.1 3.5 14.3

3
私は専門職として活動する価値や醍醐味を後輩や同僚に

語る
2.3 2.9 27.8

4 私は専門職として社会に貢献する使命を意識する 3.1 3.4 12.2

5
私は住民の健康と権利の側から活動の優先度を決定す

る
3.1 3.3 8.2

6
私は住民・関係者と協力関係を築くための機会や場を持

つ
2.3 3.6 54.1

7
私は地域の慣習や文化・風土の特性に応じた活動内容を

考える
2.4 3.4 44.7

8 私は他者の批判にも発展的な答えを出す 2.1 2.8 33.3

9 私は毎日、自分が体験したことを振り返る時間を持つ 2.3 3.0 29.7

10 私は自分の可能性を最大限に開拓することを意識する 2.5 3.1 22.5

11 私は毎年、向上が必要な自分の専門能力を明確にする 2.1 2.5 21.2

12
私は毎年、自分の専門能力を開発するための行動計画

を書く
1.7 2.2 29.6

13
私は毎月、専門的活動に必要な新しい知識・技術を得る

機会と場を持つ
2.1 2.8 33.3

14
私は専門職として尊敬する人の活動の仕方・姿勢を見習

う
3.1 3.7 18.0

15
私は根拠や方法が不明瞭なときに教育研究者や先輩に

協力を求める
3.0 3.3 8.3

16 私は同僚と互いの気づきや意見を共有する 3.2 3.6 11.8
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表７　研究成果活用尺度

表８　省察的実践力
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表９　地区分担制移行前後の保健師のコンピテンシー自己評価の結果（属性別）
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表９ 地区分担制移行前後の保健師のコンピテンシー自己評価の結果（属性別） 

 

平均 標準偏差 P 平均 標準偏差 P
合計 0-60 23.5 ± 8.8 - 31.8 ± 10.4 0.001 *
経験年数15年以下 7 20.3 ± 7.4 0.196 29.1 ± 9.2 0.381
経験年数16年以上 9 26.0 ± 9.5 33.8 ± 11.3
保健分野以外の経験　なし 5 16.0 ± 8.2 0.038 * 27.6 ± 7.4 0.227
保健分野以外の経験　あり 11 26.9 ± 7.0 33.6 ± 11.3
最終学歴・専門学校/専攻科 10 25.5 ± 9.4 0.227 34.2 ± 10.8 0.219
最終学歴・大学 6 20.2 ± 7.3 27.7 ± 9.1
1年間の読書：専門雑誌　なし 5 16.0 ± 8.2 0.038 * 26.2 ± 5.3 0.072
1年間の読書：専門雑誌　あり 11 26.9 ± 7.0 34.3 ± 11.3
自己研鑽のための私費投資額5千円未満 6 19.8 ± 7.5 0.189 25.5 ± 10.4 0.080
自己研鑽のための私費投資額5千円以上 10 25.7 ± 9.2 35.5 ± 8.8
合計 0-95 28.8 ± 17.1 - 45.7 ± 17.5 0.001 *
経験年数15年以下 7 20.3 ± 10.2 0.063 40.7 ± 17.1 0.332
経験年数16年以上 9 35.3 ± 18.9 49.6 ± 17.9
保健分野以外の経験　なし 5 17.4 ± 9.9 0.032 * 40.2 ± 17.1 0.418
保健分野以外の経験　あり 11 33.9 ± 17.5 48.2 ± 18.0
最終学歴・専門学校/専攻科 10 34.6 ± 18.8 0.037 * 49.6 ± 18.0 0.254
最終学歴・大学 6 19.0 ± 7.5 39.2 ± 16.1
1年間の読書：専門雑誌　なし 5 14.4 ± 11.5 0.012 * 32.8 ± 8.3 0.012 *
1年間の読書：専門雑誌　あり 11 35.3 ± 15.4 51.5 ± 17.7
自己研鑽のための私費投資額5千円未満 6 22.7 ± 15.5 0.272 36.7 ± 15.4 0.109
自己研鑽のための私費投資額5千円以上 10 32.4 ± 17.7 51.1 ± 17.2
合計 0-90 25.4 ± 19.1 - 33.4 ± 21.2 0.002 *
経験年数15年以下 7 16.1 ± 16.1 0.082 27.0 ± 16.4 0.282
経験年数16年以上 9 32.6 ± 18.9 38.3 ± 23.9
保健分野以外の経験　なし 5 8.6 ± 5.0 0.001 * 20.2 ± 13.2 0.050
保健分野以外の経験　あり 11 33.0 ± 18.2 39.4 ± 21.8
最終学歴・専門学校/専攻科 10 34.8 ± 18.3 0.002 * 41.9 ± 21.2 0.016 *
最終学歴・大学 6 9.7 ± 4.1 19.2 ± 12.0
1年間の読書：専門雑誌　なし 5 5.8 ± 5.1 0.000 * 16.6 ± 15.5 0.023 *
1年間の読書：専門雑誌　あり 11 34.3 ± 16.0 41.0 ± 19.3
自己研鑽のための私費投資額5千円未満 6 16.8 ± 17.7 0.172 19.2 ± 16.2 0.027 *
自己研鑽のための私費投資額5千円以上 10 30.5 ± 18.8 41.9 ± 19.6

合計 10-60 25.8 ± 8.1 - 29.3 ± 11.1 0.015 *

経験年数15年以下 7 22.9 ± 7.5 0.216 24.4 ± 6.9 0.103
経験年数16年以上 9 28.0 ± 8.3 33.1 ± 12.6
保健分野以外の経験　なし 5 19.0 ± 4.4 0.007 * 23.0 ± 5.4 0.054
保健分野以外の経験　あり 11 28.8 ± 7.7 32.2 ± 12.0
最終学歴・専門学校/専攻科 10 28.6 ± 8.9 0.033 * 34.1 ± 11.0 0.009 *
最終学歴・大学 6 21.0 ± 3.7 21.3 ± 5.6
1年間の読書：専門雑誌　なし 5 18.2 ± 3.6 0.001 * 20.6 ± 3.2 0.004 *
1年間の読書：専門雑誌　あり 11 29.2 ± 7.3 33.3 ± 11.2
自己研鑽のための私費投資額5千円未満 6 20.2 ± 3.1 0.010 * 21.0 ± 3.7 0.005 *
自己研鑽のための私費投資額5千円以上 10 29.1 ± 8.5 34.3 ± 11.2
合計 0-80 40.8 ± 15.6 - 49.8 ± 14.7 0.002 *
経験年数15年以下 7 32.6 ± 12.1 0.054 42.6 ± 12.2 0.075
経験年数16年以上 9 47.1 ± 15.6 55.4 ± 14.5
保健分野以外の経験　なし 5 29.6 ± 14.3 0.068 46.0 ± 11.3 0.446
保健分野以外の経験　あり 11 45.8 ± 13.9 51.5 ± 16.2
最終学歴・専門学校/専攻科 10 44.8 ± 18.1 0.117 53.1 ± 16.1 0.219
最終学歴・大学 6 34.0 ± 7.0 44.3 ± 11.1
1年間の読書：専門雑誌　なし 5 26.2 ± 13.5 0.020 * 39.2 ± 11.7 0.046
1年間の読書：専門雑誌　あり 11 47.4 ± 11.7 54.6 ± 13.7
自己研鑽のための私費投資額5千円未満 6 38.0 ± 14.2 0.587 43.0 ± 14.3 0.166
自己研鑽のための私費投資額5千円以上 10 42.4 ± 16.9 53.9 ± 14.0
合計 6-36 17.5 ± 5.8 - 18.0 ± 7.0 0.539
経験年数15年以下 7 16.4 ± 5.9 0.532 16.9 ± 7.7 0.589
経験年数16年以上 9 18.3 ± 5.8 18.9 ± 6.7
保健分野以外の経験　なし 5 14.6 ± 7.9 0.310 17.0 ± 7.8 0.731
保健分野以外の経験　あり 11 18.8 ± 4.3 18.5 ± 6.9
最終学歴・専門学校/専攻科 10 18.7 ± 5.6 0.310 20.0 ± 5.3 0.211
最終学歴・大学 6 15.5 ± 5.9 14.7 ± 8.6
1年間の読書：専門雑誌　なし 5 14.4 ± 7.7 0.274 16.0 ± 6.8 0.457
1年間の読書：専門雑誌　あり 11 18.9 ± 4.3 18.9 ± 7.2
自己研鑽のための私費投資額5千円未満 6 15.8 ± 6.4 0.414 14.3 ± 6.3 0.106
自己研鑽のための私費投資額5千円以上 10 18.5 ± 5.4 20.2 ± 6.6

対応のあるWi l coxonの符号付順位検定、属性別はWel chの検定を用いた
（P<0. 05 *    有意水準は0. 05未満とする）

公衆衛生
基本活動遂行

尺度
BAPH:Scale for

Basic Action
relevant to Public

Health

保健活動の必要性
を見せる行動

尺度
SNH:Action Scale

to Show the
Necessity of
Healthcare-

activities

保健活動の成果を
みせる行動実践

尺度
SRH:Scale of Action

Implementation to Show
Results of Healthcare-

activities

研究成果活用力
尺度

RUC:Research
Utilization Competency

Scale

専門性発展力
尺度

PDS:Professional
Development Scale

省察的実践力
尺度

RPS:Reflectiv Practice
Skill　Scale

コンピテンシー
尺度

合計と下位尺度
得点
範囲
n(人)

事前 事後
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イ　先行研究との比較
　　コンピテンシー尺度ごとの結果は表 10 のとおりであるが、公衆衛生基本

活動遂行尺度全体平均、保健活動の必要性を見せる行動尺度全体平均、専
門性発展力尺度全体平均では、当市のほうが先行研究結果より高かった。

　　保健活動の成果をみせる行動実践尺度全体平均、研究成果活用力尺度全体
平均、省察的実践力尺度全体平均は、当市のほうが先行研究結果より低かっ
た。

　　　　　　　　　　　　　
②　考察

ア　コンピテンシー尺度ごとの能力変化
　　地区担当制導入後に最も能力が高まった［保健活動の必要性を見せる行動

尺度］のうちの「B2 健康課題の根拠を見せる」、「B3 解決を要する実態を見
せる」、「B4 解決の優先度を見せるについては、担当地区ごとに「まちの保
健室」を位置づけ（表 11）、地域診断を実施したうえでの地域住民への健康
教育等における健康情報発信（表 12、表 13）や、地域でのワークショップ
の開催により地域課題の明確化や解決のための検討をしたことが要因と考
えられる。　　　

　　［公衆衛生基本活動遂行尺度］の「A1 アクセスと公平性の促進」の能力
が高まったのは、「設問４　私は、住民のニーズを満たす制度やサービスが
ない状況を解決するための行動を起こす」能力が最も高くなっていたよう
に、住民とのワークショップや会合の中でニーズを把握し行動を起こした
結果があったことが要因と考えられる。しかし、この設問４の導入前の平
均値が 1.75 と高くなかったことから増加率が高くなったとも考えられ、導
入前の業務担当制でニーズ把握のうえ必要な制度やサービスがない状況を
解決するための行動をあまりしていなかったのは、個別支援が多く既存の
サービスの中で支援・対応していたことが考えられる。
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ったのは、「設問４ 私は、住民のニーズを満たす制度やサービスがない状況を解

決するための行動を起こす」能力が最も高くなっていたように、住民とのワークシ

ョップや会合の中でニーズを把握し行動を起こした結果があったことが要因と考

えられる。しかし、この設問４の導入前の平均値が 1.75 と高くなかったことから

増加率が高くなったとも考えられ、導入前の業務担当制でニーズ把握のうえ必要な

制度やサービスがない状況を解決するための行動をあまりしていなかったのは、個

別支援が多く既存のサービスの中で支援・対応していたことが考えられる。 

平均 標準偏差 最小値 最大値 合計

公衆衛生基本活動遂行尺度 0-60 31.8 ± 10.4 14 52 26.0 2005全国

保健活動の必要性を見せる行動尺度 0-95 45.7 ± 17.5 21 76 45.1 2010全国

保健活動の成果をみせる行動実践尺度 0-90 33.4 ± 21.2 2 72 36.2 2010全国

研究成果活用力尺度 10-60 29.3 ± 11.1 16 50 35.2 2014中国5県

専門性発展力尺度 0-80 49.8 ± 14.7 25 76 42.8 2005全国

省察的実践力尺度 6-36 18.0 ± 7.0 6 28 20.8 2014中国5県

先行研究結果
コンピテンシー尺度 得点

範囲

磐田市事後

表 10　磐田市と先行研究のコンピテンシー尺度の比較
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　　［公衆衛生基本活動遂行尺度］の「A2 サービスの質と量の評価」においては、
特に「設問７　私は、健康課題とサービスの均衡を地区診断などの根拠あ
る方法で査定する」「設問９　私は、多くの住民の健康を阻害している・す
る可能性がある問題を疫学統計学的視点で早期に発見する」能力が高まっ
ていたおり、これは平成 27 年度から静岡県が作成した健康地図の活用及び
県主催の地域診断研修を受講して、受け持ち地区の統計や地区分析を実施
してきたことによると考える。

　　［専門性発展力尺度］の「E2 職能要因：活動原則の励行」においては、特
に「設問６　私は住民・関係者と協力関係を築くための機会や場を持つ」「設
問７　地域の慣習や文化・風土の特性に応じた活動内容を考える」が高まっ
ており、これは地区担当保健師として地区の特徴を把握してきたことによ
ると考えられる。

　　能力の高まりが実証されなかったのは、［省察的実践力尺度］の「F 省察
的実践力」だったが、これは地区担当制の導入によって影響されるもので
ないと考えられる。

　　地区担当制移行前後で多くの能力が高まったことが明らかになったもの
の、標準偏差より、非常にばらつき（個人差）が大きいことが分かった。よっ
て、能力開発を進めるには、個別の学習課題の明確化と到達目標の設定が
必要と考えられる。
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表 11 まちの保健室実績                         

年度 H26 H27 H28 

回数（回） － 110 137 

参加延人数（人） － 1,885 3,691 

                            出典：市政報告書 

 

   表 12 成人健康教育実績                         

年度 H26 H27 H28 

回数（回） 292 473 426 

参加延人数（人） 4,462 5,095 6,424 

                            出典：市政報告書 

 

   表 13 総合健康相談実績                       

年度 H26 H27 H28 

回数（回） 361 496 362 

参加延人数（人） 988 1,254 1,438 

出典：市政報告書   

   イ 属性別の能力変化 

属性別の分析結果から、保健分野以外の経験の有無は［保健活動の必要性を

表 11　まちの保健室実績

表 12　成人健康教育実績

表 13　総合健康相談実績
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イ　属性別の能力変化
　　属性別の分析結果から、保健分野以外の経験の有無は［保健活動の必要性

を見せる行動尺度］［公衆衛生基本活動遂行尺度］［保健活動の成果をみせ
る行動実践尺度］において、導入前には有意差が見られ導入後に有意差が
見られなくなっており、その要因として、地区担当制導入によって得点が
低かった群が特に能力を高めることができたことによると考えられる。

　　また、1 年間の専門雑誌読書の有無は、［保健活動の必要性を見せる行動
尺度］［保健活動の成果をみせる行動実践尺度］で、導入前後とも有意差が
あったことから、幅広く新しい情報収集を積極的に行う保健師は、地区担
当制の導入に関係なく基本的な能力が高まりやすいと言える。

　　能力に変化が見られなかった［省察的実践力尺度」では、属性による差も
見られず、地区担当制導入による影響を受けないものと言える。

（２）　地区役員質問紙調査
①　結果
　対象者 121 名中 84 名（69.4％）の回答が得られた。
地区担当制導入前後の民生委員児童委員と保健師との関係の調査結果についてア
ンケート項目ごとの結果を以下に記載する。

ア　保健師がいることを知っているか
　　有意に保健師を知っている民生委員児童委員が増えた。地区担当制導入後
「１．よく知っている」の割合が 14.3％増加した。「１．よく知っている」「２．
知っている」を合わせた割合も 3.6％増加した。

イ　保健師の顔と名前を知っているか
　　有意に保健師の顔と名前を知っている民生委員児童委員が増えた。地区担

当制導入後「１．よく知っている」の割合が 21.4％増加した。「１．よく知っ
ている」「２．知っている」を合わせた割合も 20.3％増加した。

ウ　保健師とあいさつを交わすか
　　有意に保健師とあいさつを交わす民生委員児童委員が増えた。地区担当制

導入後「１．よくする」の割合が 15.0％増加した。「１．よくする」「２．する」
を合わせた割合も 11.2％増加した。

エ　保健師とあいさつ以上の言葉を交わすか
　　有意にあいさつ以上の言葉を交わす民生委員児童委員が増えた。地区担当

制導入後「１．よく交わす」の割合が 6.3％増加した。「１．よく交わす」「２．
交わす」を合わせた割合も 17.5％増加した。

オ　定例会に出席依頼をするか
　有意に出席依頼する民生委員児童委員が増えた。地区担当制導入後「１．よ
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く依頼する」の割合が 15.2％増加した。「１．よく依頼する」「２．依頼する」
を合わせた割合も 12.1％増加した。

カ　保健師と協力して保健活動に関わるか
　　有意に保健活動に関わる民生委員児童委員が増えた。地区担当制導入後
「１．よく関わる」の割合が 1.3％増加した。「１．よく関わる」「２．関わる」
を合わせた割合も 18.8％増加した。

キ　健康への関心が高いと思うか
　　有意に関心の高い民生委員児童委員が増えた。地区担当制導入後「１．か

なり高い」の割合が 8.8％増加した。「１．かなり高い」「２．まあまあ高い」
を合わせた割合も 2.5％増加した。

　　詳細は表 14、表 15 に示す。
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表 13 

 

 

表 14 

 

調査項目の１から４までの選択肢のうち、１が最も該当するもので４が最も該当

しないものである。 

 

 

1.69 1.51 .179 .744 .720 .731 .028

2.43 1.94 .488 1.009 .998 .938 .000

2.25 1.93 .325 1.108 1.028 .952 .003

2.74 2.45 .288 .964 .992 .874 .004

2.77 2.44 .333 1.322 1.360 .771 .001

2.95 2.64 .313 .940 .945 .805 .001

2.15 2.03 .125 .695 .746 .460 .017

保健師がいることを知っ
ていたか

保健師の名前と顔を知っ
ていたか

出会った時にあいさつを
交わしたか

会ってあいさつ以上の言
葉を交わしたか

民協定例会に出席依頼を
していたか

H26平均
値

H29平均
値

自分は健康への関心が高
いといるか

保健師と協力して地区保
健活動に関わったか

自分は健康への関心が高
いと思っていたか

有意確率
(両側)

平均値の
差

標準偏差
地区担当制にする前（H26年
度)の保健師との関係

地区担当制導入後（H29年
度)の保健師との関係

H26標準
偏差

H29標準
偏差

保健師がいることを知っ
ているか

保健師の名前と顔を知っ
ているか

出会った時にあいさつを
交わすか

会ってあいさつ以上の言
葉を交わすか

民協定例会に出席依頼を
依頼しているか

保健師と協力して地区保
健活動に関わっているか

84 38 36 8 2 88.1% 11.9%

84 20 20 32 12 47.6% 52.4%

80 26 23 16 16 61.3% 40.0%

80 10 20 31 20 37.5% 63.8%

66 18 12 3 34 45.5% 56.1%

80 6 20 29 27 32.5% 70.0%

80 11 52 17 3 78.8% 25.0%

84 50 27 5 2 91.7% 8.3%

84 38 19 21 6 67.9% 32.1%

80 38 20 16 8 72.5% 30.0%

80 15 29 24 14 55.0% 47.5%

66 28 10 6 27 57.6% 50.0%

80 7 34 20 19 51.3% 48.8%

80 18 47 11 4 81.3% 18.8%

3 4 1と2の割合 ３と４の割合

サンプル数

サンプル数 1 2

3 4

保健師がいることを知っ
ていたか

保健師がいることを知っ
ているか

1 2

保健師の名前と顔を知っ
ていたか

保健師の名前と顔を知っ
ているか

出会った時にあいさつを
交わしたか

自分は健康への関心が高
いと思っていたか

出会った時にあいさつを
交わすか

会ってあいさつ以上の言
葉を交わすか

民協定例会に出席依頼を
依頼しているか

保健師と協力して地区保
健活動に関わっているか

自分は健康への関心が高
いといるか

地区担当制にする前（H26年
度)の保健師との関係

地区担当制導入後（H29年
度)の保健師との関係

会ってあいさつ以上の言
葉を交わしたか

民協定例会に出席依頼を
していたか

保健師と協力して地区保
健活動に関わったか

1と2の割合 ３と４の割合

表 14　地区担当制導入前後の地区役員と保健師との関係の比較（平均値 ・ 標準偏差 ・ 有意確率 ）

表 15　地区担当制導入前後の地区役員と保健師との関係の比較（項目別回答数）
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②　考察
　保健師の顔と名前を知っている平均値が大きく増えたのは、保健師が担当地区
の民生委員児童委員定例会へ頻繁に出席したり、まちの保健室の協力依頼をした
ことによると考えられる。
　保健師と協力して保健活動に関わることが増えたのは、地域でのワークショッ
プ開催や協働事業の実施等、民生委員児童委員など地区役員と顔の見える関係が
構築された結果であると考えられる。
　保健師がいることについては地区担当制前でも知っている民生委員児童委員が
多いため、平均値の差が少なかった。　　
　民生委員児童委員の健康への関心の高さについては、もともと関心が高かった
こともあるが、平均値の差が最も少なく地区担当制導入したことの影響が少な
かったと言える。民生委員児童委員には定例会やまちの保健室で健康の情報提供
をしてきたが、今後、さらに民生委員児童委員自身の健康への関心を高める関わ
りを検討しなければいけない。

（３）　保健師へのインタビュー調査
①　結果
　インタビューガイドは表 16、インタビューデータ結合結果は表 17 のとおりで
ある。
　地区担当制導入期は「事業自体がわからない」「制度がわからない」など、漠
然とした不安・悩みがあり、導入直後は「野に放たれたようだ」「地域に出るっ
て地区内を歩けば良いのか」など、地区担当保健師の役割についての不安・悩み
に変化した。
　１年目は「とにかく地区会議へ出席してみた」「キーパーソンがわかった」「やっ
と保健師が出てきてくれたと言われた」「点と点を繋いで線にしていくことが保
健師の役割かなぁと思う」など地域との関係性構築に関する声や地区担当保健師
間での情報共有の難しさなどに対する声あった。
　２年目になると「ダイレクトに反応が返ってくる怖さを感じた」「地区担当保
健師としての認知度があがった」「こうして連携して一緒にやりたかったと言わ
れた」「住民と一緒にやれると自分も楽しい」など、住民や地区の反応に対する
声に変化した。
　３年目では「地区担当保健師同志目標を共有したい」「ポピュレーションアプ
ローチ重視で良いのか」など業務内容に関する声になり、個人課題と組織課題が
明確になってきた。
　また、業務担当制で保健師が果たす役割として、市内全域を捉えたデータ分析
ができるという声があった。
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②　考察　
　導入前から 3 年目に至るまでに、不安・悩みの変化、それに伴い解決するため
の行動の変化が確認できた。また、気持ちの変化や気づきでは地域住民と関わる
ことで得られた醍醐味の実感や、業務全体への視野の広がりが認められた。
　時間の経過と地区活動の経験により、保健師の役割である「出向く」「みる」

「つなぐ」「動かす」の実践が可能になった。行動としては、とりあえず出て行き、
住民との関わりから個別課題や地域課題を把握し、住民に情報提供し、課題を知っ
た住民の主体的行動を支援するまでに至った。
　地区担当保健師の地区愛着が深まった事に伴い人事異動時の引継ぎへの不安
や、目標共有の必要性、異動により新しく地区担当になった保健師支援の必要性
などの課題は、組織の課題として捉え解決に向けた施策が必要であると認識でき
た。

（４）　記録閲覧（静岡県における保健師活動状況）
①　結果
　静岡県内市町保健師と磐田市保健師の平成 26 年度及び平成 28 年度活動実績比
較は表 18・19 のとおり、磐田市保健師の平成 26 年度及び平成 28 年度活動実績
比較は表 20 のとおりである。
　表 18 では、家庭訪問・予防接種・研修企画について磐田市の割合が高く、健
康相談・コーディネートについて磐田市の割合が低かった。また表 19 では、家
庭訪問・地区組織活動・調査研究・地域コーディネート・研修企画について磐田
市の割合が高く、保健指導・健康教育・個別コーディネートについて磐田市の割
合が低かった。さらに業務連絡・事務についても磐田市の割合が低かった。
　表 18 と表 19 の比較では、地区組織について県全体では減少しているが、磐田
市では増加しており、個別コーディネートについては県全体及び磐田市共に増加
していた。地域コーディネートについては、平成 26 年度は県全体が磐田市より
高かったが平成 28 年度は磐田市が高くなり割合も増加した。
　表 20 では、家庭訪問・健康相談・地区組織活動・コーディネートの割合が増
加しており、特に地区組織活動・コーディネートにおいて伸び率が高かった。
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　　表 18　平成 26 年度　磐田市保健師活動実績　県との比較

　　表 19　平成 28 年度　磐田市保健師活動実績　県との比較

　　表 20　磐田市保健師活動実績　年度比較（平成 26 年度 ・ 平成 28 年度）
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②　考察
　家庭訪問では母子保健・成人保健含め地区担当保健師による訪問が実践され、
母子保健では妊娠期から継続して切れ目のない子育て支援を実践できている。実
際、地区担当保健師を指名し各種相談が寄せられるようになった。
　保健指導や健康教育は、一般的に母子保健に片寄りがちであるが、磐田市では

「まちの保健室（出張型保健師相談）」を地区担当保健師が開催しているため対象
が母子保健・成人保健に片寄ることなく支援ができている。
　民生委員など地区組織への介入が増加したことにより地域コーディネートが高
く、地域でのワークショップなどへつながった。
　個別コーディネートが低いのは、業務担当として障害者や高齢者、生活困窮者
対応がされているためと考えられ、制度の間となる対象者のケース検討などは地
区担当保健師も関わりを持っている。
　業務連絡・事務が低いのは、地区担当制導入時及び毎年、業務見直しを行い個々
タイムマネジメントを意識した業務推進ができているためと考えられる。

　
７　全体考察・まとめ
（１）　地区担当制を導入しての効果　　　

　地区担当制を導入したことによって、保健師が地域の会議への出席やキーパー
ソンとなる人物に会うことを積極的に行い、「まちの保健室」への地域住民の参
加を呼びかけたことにより、地域住民に保健師の存在を理解してもらえるよう
になった。住民からすると、健康に関する自分の担当保健師がわかり、誰に相
談すればいいか明確になったといえる。このことにより、保健事業の場面に限
らず住民から保健師へ情報提供や相談が入るようになり、地区担当保健師を指
名しての相談が増えたことからも、保健師は地域の情報をより広く把握するこ
とができるようになった。
　また、磐田市では平成 27 年度から静岡県が開催した地域診断研修の参加に伴
い地域診断を行うようにしたため、地区担当保健師は地域別の健康情報を収集
し、まとめるようになった。そして、それらの情報を地域住民へ提供し、ワー
クショップ等で地域課題の抽出を行うなどして地域特性の把握に努めたことが、
保健師の能力測定結果に表れたと考える。
　担当地区の特性を理解し、地域住民とのつながりができる中で、担当地区へ
の愛着が生まれて、よりよくしたいという動機づけにもなっている。
　地区担当制導入当初は地域へ出向くことの不安があったが、保健師は意識して
地域へ出向き住民とつながろうとしたことで住民との協働活動ができ、それに
よって地域の人や機関をつなぐ役割があると認識できた。あわせて、住民から
地域の健康を一緒に考える存在・必要とされる存在であると気付いたことによっ
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て、モチベーションの維持向上につながった。民生委員児童委員の調査結果の
協働活動が増加している状況やワークショップを開催後に住民主体の地域活動
につながった事業もあることから、地域住民にとっても保健活動への協働はニー
ズがあると言える。

【保健師としての効果】　
①　保健師の存在を住民に知ってもらうことで、地域の情報を把握しやすくなる。
②　保健師が地域課題の把握を含め、担当地域への理解を深めようと努める。　　　　　

あわせて保健師が担当地域への愛着を持つようになる。
③　保健師が自身の役割を認識し、モチベーションを維持できる。
④　保健活動に関する保健師の能力向上につながる。

【地域住民としての効果】
①　保健師の存在を知り、健康に関する相談先として認識できる。
②　地域の健康課題を知る機会を持てる。
③　地域の特性に応じた保健活動に住民も参画できる。　　　

　　
（２）　地区担当制を導入しての課題

①　導入期：全ライフステージに係ることへの不安や、制度仕組みに対する知識・
住民対応スキルの片寄りに対する漠然とした不安を生じやすい。
　成人保健が長ければ乳幼児健診や赤ちゃん訪問の方法がわからず、母子保健が
長ければ成人保健指導の方法がわからないという声があった。この不安に対し、
母子保健が得意な保健師、成人保健が得意な保健師がお互いにレクチャーし相互
に補完を行った。
　國府らは、保健師が揺らいだことは決して無駄ではなく、異動当初この揺らぎ
があったからこそ、その後の様々な経験をとおして保健師の専門性や役割に対す
る深い認識が得られたと述べている。あわせて、揺らぎを成長につなげるための
サポートの必要性も述べている11）。
　これら種々の不安や揺らぎ、保健師個々のスキルの差を補完し成長に結び付け
るために、各種事業の情報提供を事前に行うことと、リーダーとして小グループ
を牽引する保健師の配置が必要と考える。
②　導入直後：地区担当の役割や地域に出向くことに対しイメージが湧かず、具
体的活動への不安を生じやすい。
　業務分担制が長かったことにより、地区活動を経験したことが無い保健師が多
く、地域へ出向いて何をすれば良いのかが分からないという声があった。この不
安に対し、地区担当保健師の中に班長を配置し地区への介入を後押しするなどの
支援を行った。
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　小島らは、熟練保健師は地区活動の始まりに一様に地域に出ており、それは単
に地域に出て行くことではなく、地域になじむ、住民を知る、住民に接近する、
地域で起こっている現象をみることであったと述べている12）。
　経験豊富な保健師をリーダー的ポジションに配置することが重要と考える。
③　地区担当 1 年目～ 2 年目：ひとり保健師での活動から生じる不安が大きくな
りやすい。
　地区を一人で担当している場合、他の保健師と情報共有していても責任や負担
を負い孤独になり、他地区の状況がわからないことも不安につながりやすい。当
市で２か月に一度情報共有の会を開催し各地区の報告をしてきたが、地区担当保
健師の意向を確認しながら時間を十分確保するなど、思いを吐露できる場が必要
である。
　また、人事異動で地区担当部署へ配属になった場合には、経験豊富な保健師で
あっても導入期の課題があるため支援が必要である。
④　地区担当 3 年目：業務全体に視野が向き、保健師個々の課題認識が深まる傾
向にある。
　地区への愛着が深まったことに伴う人事異動時の地区の引継ぎへの不安や、目
標共有の必要性、市内全域を捉えたデータ分析の必要性、地区担当業務における
個別支援とポピュレーションアプローチの業務バランスへの疑問への対応など、
組織課題として解決に向けた取り組みが必要である。

（３）　今後について
　本研究は一自治体のみを対象にしており、かつ保健師の能力に関する調査分析で
は地区担当制保健活動に関わる保健師を対象にしたため個人差が大きく影響する結
果となった。また、質問紙による調査の地区担当制導入前の結果は現時点での振り
返りのためバイアスがかかっている可能性もあり、研究結果の一般化には限界があ
る。
　しかし、本研究によって、磐田市における地区担当制導入の効果と課題は明らか
になった。今後、さらに保健師活動指針4）にある「地区担当制の推進」「地域診断に
基づく PDCA サイクルの実施」、「個別課題から地域課題への視点及び活動の展開」、

「地区活動に立脚した活動の強化」、「地域特性に応じた健康なまちづくりの推進」を
進めていくための方策を以下に示す。

①　地区活動の情報共有
　地区担当制では、ひとりで地区を担当するため担当保健師でないとわからない
という状況になりやすく、保健師自身も不安や負担を抱えやすい。同僚や上司と
の情報や思いの共有をする場が定期的に必要である。それが単なる報告に留まら
ず、不安・悩みや喜びの共有ができることが大切である。　　　　
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②　業務バランスの管理
　地域住民や団体等との関わりが密になると地域からの要望も増えてくる。あわ
せて、地区担当保健師の裁量に任せられるところも大きい。市が目指す方向性や
国、県、市の保健事業全体の方向性をふまえ、母子保健と成人保健、ポピュレー
ションアプローチとハイリスクアプローチなど、業務バランスの管理を継続して
行わなければならない。
③　適切なジョブローテーション
　地区担当保健師は保健活動に専念できるメリットがある反面、予算決算等の財
務事務や条例・要綱制定等の法務事務、政策立案等をする機会が少なくなる。ま
た、地区担当保健師として保健活動に従事していると、地域の中の保健福祉分野
だけでなく、防災・防犯・産業等さまざまな分野に接することになり、市職員と
しての基本的な情報を求められることが多い。行政保健師は専門職であっても、
住民からも市内部からも行政職員としての能力が求められることから力量形成に
はジョブローテーションが必須と考えられる。ただし、地区担当として住民との
信頼関係を築く期間が必要であることを考慮することも重要と考える。
　当市では地区担当制を導入するにあたり、支所保健師を健康増進課に集中配置
した経緯があり、平成 26 年度に比べ保健師配置部署が減少した。
平野らが、保健師が行政組織の一員としての視点と技術を獲得していくには、保
健・福祉・介護分野の枠を超えたジョブローテーションが有効と考えられると述
べているように13)、新たな配置部署の検討も必要である。
④　地域保健活動の引継
　ジョブローテーションがあった場合の担当地区の引継ぎについては、地域診断
した情報がどのようにまとめられているかが重要である。当市では母子保健や成
人保健の個別支援には個別記録表があるが、地域保健活動の記録は作成していな
い。また、地域診断情報についても統一様式になっていない。地域住民と協働し
ての保健活動を円滑に引継ぎし獲得した信頼関係を維持するためには、今後、地
区担当保健師が把握・蓄積した情報をまとめる統一様式が必要になってくる。こ
れは引継ぎのためだけでなく、保健師が地域を把握するうえでも有効と考えられ
る。
⑤　保健師の学習課題の明確化と到達目標の設定
　当市保健師の能力測定結果で、同じ地区担当制保健活動をしていても個人の能
力に差が大きいことがわかった。これは当市独自の保健師育成計画がなく専門職
としての能力開発や到達目標の認知、到達度の確認ができていないことが影響し
ていると考えられる。今後、早急に段階的に習得しなければいけない専門能力や
目標達成度を明確にする育成計画の作成が必要である。
　保健師の人材育成に関しては、静岡県が新任期・中堅期・管理期に応じて開催
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している研修に参加しているが、今後は圏域レベルでの支援など地域に応じた研
修や育成支援を希望する。
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